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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第79期
第２四半期
連結累計期間

第80期
第２四半期
連結累計期間

第79期

会計期間
自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日

自 平成28年12月１日
至 平成29年５月31日

自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日

売上高 (千円) 31,616,479 32,291,656 64,922,806

経常利益 (千円) 1,741,380 2,276,895 3,713,397

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,048,779 1,395,237 2,303,723

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 763,507 1,694,645 1,835,671

純資産額 (千円) 19,762,264 22,238,486 20,712,287

総資産額 (千円) 50,605,704 53,063,695 52,834,938

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 63.40 85.67 140.35

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.6 38.2 35.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,488,154 1,864,744 4,917,398

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △781,418 △751,885 △1,426,643

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △743,114 △167,496 △1,026,820

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 9,546,599 11,992,437 11,047,102
 

　

回次
第79期
第２四半期
連結会計期間

第80期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年３月１日
至 平成28年５月31日

自 平成29年３月１日
至 平成29年５月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 35.92 36.01
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ノダ(E00636)

四半期報告書

 2/21



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前連結会計年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成28年12月1日～平成29年５月31日）における我が国経済は、米国新政権の政策

や英国のＥＵ離脱に伴う欧州経済の不安定化などによる国内景気への影響が懸念されるなか、大規模な金融緩和を

はじめ政府の各種経済対策の効果もあり、企業業績や雇用・所得環境に改善傾向が見受けられるなど、景気は緩や

かな回復基調で推移しました。

一方、住宅需要につきましては、低水準な住宅ローン金利や政府による住宅取得支援策、相続税対策に伴う賃貸

住宅の増加などを背景に、新設住宅着工戸数は堅調に推移しました。

こうしたなか当社グループは、床材や建具など建材製品の拡販や、製造コストの低減、製品短納期化による競争

力の強化など利益率の改善に取り組みました。また、合板類については適切な生産、仕入、販売に努め、収益力の

向上をはかりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における経営成績は、売上高32,291百万円（前年同期比2.1％増）、

営業利益2,225百万円（前年同期比30.5％増）、経常利益2,276百万円（前年同期比30.8％増）、親会社株主に帰属

する四半期純利益1,395百万円（前年同期比33.0％増）となりました。

 
 

EDINET提出書類

株式会社ノダ(E00636)

四半期報告書

 3/21



 

〔住宅建材事業〕

住宅建材事業につきましては、デザイン性・施工性に優れた建具類のシリーズ「ＢＩＮＯＩＥ」、斬新で表情豊

かなインテリア空間を表現する建具とフローリングのシリーズ「Ａｒｔ Ｃｏｕｔｕｒｅ（アートクチュー

ル）」、循環可能な木材資源であり円安の影響を受けにくい国産材合板（自社生産の国産ヒノキ合板）を基材に使

用したフローリングのシリーズ（「ナチュラルフェイス・Ｊベース」「Ｊシルキー」「Ｊクラレス」他）など建材

製品の拡販に努めました。

また、安心安全ユニバーサルデザインなど高齢者対応、環境、リフォーム、住宅の長寿命化等をテーマに、高付

加価値製品の提案に努めるとともに、地球環境に優しいリサイクル素材を使用し、耐震性能や劣化軽減性能に優れ

た構造用ＭＤＦの販売に注力いたしました。

この結果、住宅建材事業の売上高は20,013百万円（前年同期比1.7％減）、セグメント利益は1,596百万円（前年

同期比1.5％増）となりました。

 
〔合板事業〕

国産針葉樹合板は、依然として業界全体の製品在庫水準が低く、当社及び子会社の生産、販売が好調に推移する

なか、販売価格は緩やかな値上げ傾向で安定した合板相場が続いたことから、平成27年5月に稼動を開始した当社

合板工場も収益に貢献し、前年同期に比べ売上高・利益とも増加いたしました。一方、輸入南洋材合板は、急激な

円安による一時的な要因から販売数量が増加し、前年同期に比べ売上高・利益とも増加いたしました。

この結果、合板事業の売上高は12,278百万円（前年同期比9.1％増）、セグメント利益は1,377百万円（前年同期

比80.4％増）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

①　流動資産

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、33,375百万円となり、前連結会計年度末に比べ407

百万円増加しました。

　その主な要因は、現金及び預金の増加945百万円、受取手形及び売掛金の減少685百万円、製品の増加201百万

円などによるものです。

 

②　固定資産

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、19,688百万円となり、前連結会計年度末に比べ178

百万円減少しました。

　その主な要因は、有形固定資産の増加58百万円及び無形固定資産の減少32百万円、投資有価証券の増加3百万

円、繰延税金資産の減少88百万円などによるものです。

 

③　流動負債

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、21,263百万円となり、前連結会計年度末に比べ

1,000百万円減少しました。

　その主な要因は、支払手形及び買掛金の減少302百万円、短期借入金の増加221百万円、未払金の減少209百万

円、未払法人税等の減少421百万円、未払消費税等の減少427百万円などによるものです。
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④　固定負債

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、9,561百万円となり、前連結会計年度末に比べ297

百万円減少しました。

　その主な要因は、長期借入金の減少128百万円、長期未払金の増加247百万円、役員退職慰労引当金の減少413

百万円などによるものです。

 

⑤　純資産

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、22,238百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,526

百万円増加しました。

 その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加1,395百万円及び配当による利

益剰余金の減少138百万円、その他有価証券評価差額金の増加26百万円、為替換算調整勘定の増加75百万円など

によるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ945百万円増加し、

11,992百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

　営業活動におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が2,265百万円となり、減価償却費の計上

による912百万円の増加や、売上債権の減少による685百万円の増加、たな卸資産の増加による153百万円の減少、

仕入債務の減少による302百万円の減少、未払消費税等の減少による427百万円の減少、法人税等の納付による

1,002百万円の減少、利息及び配当金の受取額224百万円の増加などの要因から、1,864百万円の収入（前年同期は

2,488百万円の収入）となりました。

投資活動におけるキャッシュ・フローは、設備投資などの有形固定資産の取得による914百万円の減少などの要

因から、751百万円の支出（前年同期は781百万円の支出）となりました。

また、財務活動におけるキャッシュ・フローは、長期借入れによる700百万円の増加、長期借入金の返済による

731百万円の減少、配当金の支払いによる138百万円の減少などの要因から、167百万円の支出（前年同期は743百万

円の支出）となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、80百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,303,200

計 68,303,200
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年５月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年７月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,339,200 17,339,200
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数　100株

計 17,339,200 17,339,200 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年５月31日 － 17,339,200 － 2,141 － 1,587
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(6) 【大株主の状況】

平成29年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

野　田　有　一 東京都世田谷区 2,794 16.1

野　田　周　子 東京都世田谷区 1,022 5.9

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－１１ 716 4.1

三井物産株式会社 東京都千代田区丸の内１－１－３ 690 4.0

株式会社静岡銀行 静岡市葵区呉服町１－10 640 3.7

野　田　はつ江 東京都千代田区 635 3.7

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 562 3.2

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 544 3.1

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 363 2.1

株式会社ジューテック 東京都港区芝大門１－３－２ 358 2.1

計 － 8,327 48.0
 

(注) １　上記の大株主の状況は、自己株式(1,053千株、所有株式数の割合6.1％)は除いております。

２　当第２四半期連結会計期間における、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数

は、当社として把握することができないため記載しておりません。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

1,053,800
― （注）１

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,284,500
162,845 （注）２

単元未満株式
普通株式

900
― ―

発行済株式総数 17,339,200 ― ―

総株主の議決権 ― 162,845 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,900株(議決権19個)含まれてお

ります。
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② 【自己株式等】

  平成29年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ノダ

東京都台東区浅草橋
５－１３－６

1,053,800 ─ 1,053,800 6.1

計 ― 1,053,800 ─ 1,053,800 6.1
 

 

 

２ 【役員の状況】

　　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年３月１日から平成

29年５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年12月１日から平成29年５月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 11,445,102 12,390,437

  受取手形及び売掛金 10,665,492 9,980,213

  製品 6,544,628 6,746,405

  仕掛品 1,134,117 1,104,531

  原材料及び貯蔵品 1,986,011 1,943,654

  繰延税金資産 533,349 474,471

  その他 665,003 735,416

  貸倒引当金 △5,800 -

  流動資産合計 32,967,905 33,375,129

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,338,802 2,369,374

   機械装置及び運搬具（純額） 5,760,720 5,560,995

   工具、器具及び備品（純額） 205,117 197,530

   土地 4,529,685 4,529,685

   立木 144,534 144,534

   リース資産（純額） 238,037 223,465

   建設仮勘定 44,588 294,627

   有形固定資産合計 13,261,485 13,320,212

  無形固定資産 145,104 112,904

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,410,145 4,413,410

   繰延税金資産 1,310,759 1,221,839

   その他 741,537 622,198

   貸倒引当金 △2,000 △2,000

   投資その他の資産合計 6,460,442 6,255,448

  固定資産合計 19,867,032 19,688,566

 資産合計 52,834,938 53,063,695
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年５月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 9,242,150 8,940,063

  短期借入金 7,426,428 7,647,936

  1年内償還予定の社債 39,760 39,760

  未払金 1,744,196 1,535,124

  未払法人税等 1,017,394 595,939

  未払消費税等 755,789 327,835

  賞与引当金 - 817,625

  設備関係支払手形 592,295 781,242

  その他 1,445,395 577,817

  流動負債合計 22,263,408 21,263,344

 固定負債   

  社債 350,360 330,480

  長期借入金 3,324,110 3,195,410

  長期未払金 - 247,460

  役員退職慰労引当金 413,330 -

  環境対策引当金 73,554 73,554

  退職給付に係る負債 5,501,445 5,553,952

  繰延税金負債 - 1,673

  その他 196,441 159,334

  固定負債合計 9,859,241 9,561,864

 負債合計 32,122,650 30,825,209

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,141,000 2,141,000

  資本剰余金 1,587,822 1,587,822

  利益剰余金 16,165,134 17,421,946

  自己株式 △423,682 △423,705

  株主資本合計 19,470,273 20,727,063

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 467,566 494,388

  繰延ヘッジ損益 24,182 △1,460

  為替換算調整勘定 △487,539 △412,062

  退職給付に係る調整累計額 △593,629 △561,604

  その他の包括利益累計額合計 △589,419 △480,738

 非支配株主持分 1,831,433 1,992,160

 純資産合計 20,712,287 22,238,486

負債純資産合計 52,834,938 53,063,695
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
　至 平成28年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年12月１日
　至 平成29年５月31日)

売上高 31,616,479 32,291,656

売上原価 23,993,389 24,025,549

売上総利益 7,623,089 8,266,107

販売費及び一般管理費 ※  5,918,172 ※  6,040,977

営業利益 1,704,916 2,225,129

営業外収益   

 受取利息 3,420 3,024

 受取配当金 10,009 10,843

 業務受託料 2,489 20,906

 経営指導料 31,538 20,629

 持分法による投資利益 70,629 43,109

 その他 31,383 46,404

 営業外収益合計 149,469 144,918

営業外費用   

 支払利息 54,713 44,139

 売上割引 23,234 23,041

 売上債権売却損 22,621 18,173

 その他 12,437 7,797

 営業外費用合計 113,006 93,152

経常利益 1,741,380 2,276,895

特別利益   

 補助金収入 10,250 42,500

 特別利益合計 10,250 42,500

特別損失   

 固定資産除却損 13,186 10,918

 固定資産圧縮損 10,250 42,500

 特別損失合計 23,436 53,418

税金等調整前四半期純利益 1,728,193 2,265,977

法人税、住民税及び事業税 435,384 564,432

法人税等調整額 110,471 132,918

法人税等合計 545,856 697,351

四半期純利益 1,182,336 1,568,625

非支配株主に帰属する四半期純利益 133,557 173,388

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,048,779 1,395,237
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
　至 平成28年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年12月１日
　至 平成29年５月31日)

四半期純利益 1,182,336 1,568,625

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △202,584 27,007

 繰延ヘッジ損益 △42,874 △25,643

 退職給付に係る調整額 12,361 36,978

 持分法適用会社に対する持分相当額 △185,730 87,677

 その他の包括利益合計 △418,829 126,019

四半期包括利益 763,507 1,694,645

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 665,776 1,503,918

 非支配株主に係る四半期包括利益 97,730 190,727
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
　至 平成28年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年12月１日
　至 平成29年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,728,193 2,265,977

 減価償却費 969,422 912,340

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12,870 -

 補助金収入 △10,250 △42,500

 固定資産除却損 13,186 10,918

 固定資産圧縮損 10,250 42,500

 環境対策引当金の増減額（△は減少） △7,375 -

 賞与引当金の増減額（△は減少） - 817,625

 受取利息及び受取配当金 △13,430 △13,868

 支払利息 54,713 44,139

 持分法による投資損益（△は益） △70,629 △43,109

 売上債権の増減額（△は増加） △645,345 685,279

 たな卸資産の増減額（△は増加） △988,290 △153,315

 仕入債務の増減額（△は減少） 836,277 △302,086

 未払消費税等の増減額（△は減少） 260,153 △427,953

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 69,956 105,492

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 100,772 △1,030,823

 その他 156,252 △183,600

 小計 2,476,726 2,687,015

 利息及び配当金の受取額 234,582 224,296

 利息の支払額 △54,246 △43,843

 法人税等の支払額 △168,908 △1,002,723

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,488,154 1,864,744

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △230,000 △230,000

 定期預金の払戻による収入 230,000 230,000

 投資有価証券の取得による支出 △602 △603

 有形固定資産の取得による支出 △768,089 △914,813

 補助金の受取額 10,250 42,500

 貸付けによる支出 △3,254 △2,809

 貸付金の回収による収入 6,412 4,898

 その他 △26,134 118,943

 投資活動によるキャッシュ・フロー △781,418 △751,885

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △56,084 124,506

 長期借入れによる収入 580,000 700,000

 長期借入金の返済による支出 △1,147,618 △731,698

 社債の発行による収入 280,000 -

 社債の償還による支出 - △19,880

 リース債務の返済による支出 △68,972 △71,977

 配当金の支払額 △117,572 △138,425

 非支配株主への配当金の支払額 △30,000 △30,000

 自己株式の取得による支出 △182,866 △22

 財務活動によるキャッシュ・フロー △743,114 △167,496

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15 △27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 963,605 945,335

現金及び現金同等物の期首残高 8,582,993 11,047,102

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  9,546,599 ※  11,992,437
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【注記事項】

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しています。

 
 

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 

  
 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
　至 平成28年５月31日)

 
当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年12月１日
　至 平成29年５月31日)

 運賃諸掛  1,940,967千円  1,962,206千円

 給料手当  1,159,813  1,156,439 

 賃借料  717,119  751,671 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

  

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
　至 平成28年５月31日)

 
当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年12月１日
　至 平成29年５月31日)

 現金及び預金勘定  9,954,599千円  12,390,437千円

 預入期間が３か月超の定期預金  △408,000  △398,000

 現金及び現金同等物  9,546,599  11,992,437
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年12月１日 至 平成28年５月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月25日
定時株主総会

普通株式 117,572 7.00 平成27年11月30日 平成28年２月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年７月13日
取締役会

普通株式 122,140 7.50 平成28年５月31日 平成28年８月18日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間(自 平成28年12月１日 至 平成29年５月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月27日
定時株主総会

普通株式 138,425 8.50 平成28年11月30日 平成29年２月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年７月13日
取締役会

普通株式 162,853 10.00 平成29年５月31日 平成29年８月17日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年12月１日 至 平成28年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）住宅建材事業 合板事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 20,360,841 11,255,638 31,616,479 ― 31,616,479

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 1,305,020 1,305,020 △1,305,020 ―

計 20,360,841 12,560,658 32,921,499 △1,305,020 31,616,479

セグメント利益 1,572,644 763,392 2,336,036 △631,120 1,704,916
 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等27,381千円、各報告セグメントに配分していない全

社費用（主に一般管理費）△658,501千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年12月１日 至 平成29年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）住宅建材事業 合板事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 20,013,345 12,278,311 32,291,656 ― 32,291,656

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 1,294,703 1,294,703 △1,294,703 ―

計 20,013,345 13,573,014 33,586,359 △1,294,703 32,291,656

セグメント利益 1,596,402 1,377,169 2,973,571 △748,442 2,225,129
 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等20,245千円、各報告セグメントに配分していない全

社費用（主に一般管理費）△768,687千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年12月１日
至 平成29年５月31日)

１株当たり四半期純利益金額 63円40銭
 

 

１株当たり四半期純利益金額 85円67銭
 

 
 

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年12月１日
至 平成29年５月31日)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,048,779 1,395,237

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

1,048,779 1,395,237

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,542 16,285
 

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第80期（平成28年12月１日から平成29年11月30日）中間配当については、平成29年７月13日開催の取締役会におい

て、平成29年５月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当

を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 162,853千円

②１株当たりの金額 10円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払い開始日 平成29年８月17日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年７月14日

株式会社ノダ

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  椎　　名　　　　弘　　  印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   春　　山　 　直　　輝    印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ノダの

平成28年12月１日から平成29年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年３月１日から平成29年

５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年12月１日から平成29年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノダ及び連結子会社の平成29年５月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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